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• 略歴
– 1964年･熊本県天草生まれ，東京学芸大学教育学部卒業

– 東京都公立小学校･教諭，富山大学教育学部，静岡大学情報学部，

– メディア教育開発センター，東京大学大学院情報学環（併任），

– 文部科学省･参与（併任），玉川大学教職大学院等を経て，

– 現在，東北大学大学院情報科学研究科･教授，博士（工学）

– 日本教育工学会･副会長，NPO法人全国初等教育研究会JEES･理事長

• 専門分野
– 教育工学，特にICT活用授業/情報教育･メディア教育

• 委員等
– ｢教育再生実行会議初等中等教育WG/デジタル化TF｣有識者

– ｢中教審/初等中等教育分科会/特別部会/教育課程部会｣委員

– ｢デジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議｣座長

– ｢教育データの利活用に関する有識者会議｣座長

– ｢情報活用能力調査に関する協力者会議｣委員
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情報活用能力調査（2013-2014）とは
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http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyouhou/1356188.htm



情報活用能力調査（2013-2014）の概要
情報活用能力調査に関する協力者会議

- 平成24年（2012年）5月17日発足

- 座長：市川伸一・東京大学大学院・教授

調査問題：

- ①情報活用の実践力，②情報の科学的な理解，
③情報社会に参画する態度

- コンピュータ・テスティングによる調査

質問調査：

調査時期：

- 平成25年（2013年） 10月から平成26年1月（小中）

- 平成27年（2015年） 12月から平成28年3月（高）
(6)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



調査の対象と形態

対象となる児童生徒の抽出：

- 国公私立

- 小学校第5学年児童（116校3,343人）

- 中学校第2学年生徒（104校3,338人）

- 層化2段クラスター（集落）抽出

- 教育委員会等の設置者を通して協力依頼

調査形態：

- コンピュータで調査内容を提示し，コンピュータに
より解答または回答する形式の調査

- 児童生徒用として同一機種のノートパソコンを学
校に前日に搬入し，空き教室にセッティング

(7)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



CBTの実施方法の例

(8)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （本WGでの内田洋行発表資料より）



調査の実施時間

(9)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved.

時間管理：

- 連続する2単位時間で実施

- 出題の組み合わせは14通り

- 解答時間が過ぎると自動的に終了

（当時の情報活用能力調査報告書より）



文字入力調査（ガイダンス内で実施）

(10)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



通過小問数分布（校種別）
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小5
平均6.2点

中2
平均8.5点

（当時の情報活用能力調査報告書より）



調査問題の内容

小学校：

- ①調べ方，②読み取り，③グラフ選択，④課題解
決の提案，⑤発表の構想，⑥スライド作成，⑦メ
ディアの特性理解，⑧集団との関わり

中学校：

- ①読み取り，②整理・分析，③グラフ作成，④課題
解決の提案，⑤スライド作成，⑥メディアの特性理
解，⑦情報技術の役割，⑧危険回避

公表：

- 継続的な調査の可能性もあり一部のみ公表

(12)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例

(13)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）

選択式選択式



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例

(14)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）

ドラッグ&ドロップドラッグ&ドロップ



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例
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グラフにして解答グラフにして解答



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例

(16)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）

選択＋自由記述選択＋自由記述



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例

(17)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）

検索結果複数ページ検索結果複数ページ



情報活用能力調査（2013-2014）の分析例

(18)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



情報活用能力調査（2013-2014）の出題例
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ルート探索ソフトの利用ルート探索ソフトの利用
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情報活用能力調査（2013-2014）の分析例

（当時の情報活用能力調査報告書より）



情報活用能力調査で判明した課題

学校間の格差：

- 当然，個人間には一定の差が認められる

- むしろ学校による格差が大きい：学習経験の差

指導量，学校カリキュラム→学習指導要領｢総
則｣には「コンピュータで文字を入力するなどの
基本的な操作や情報モラルを身に付け」と示さ
れているが実際は指導不十分

指導体制の充実→情報活用能力の充実
→教科等の学習場面で有効に機能するはず

情報活用能力を向上させる指導内容を，次期の
学習指導要領で各教科等に明確に配置する必要

(21)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （当時の情報活用能力調査報告書より）



学習の基盤となる資質･能力の重点化

２ 教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成

(1) 各学校においては，児童(生徒)の発達の段階
を考慮し，言語能力，情報活用能力(情報モラルを
含む)，問題発見・解決能力等の学習の基盤となる
資質・能力を育成していくことができるよう，各教科
等の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育
課程の編成を図るものとする。

(22)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （学習指導要領・総則，2017）

●学習指導要領には，すでに「学習の基盤となる資質・能力」という考え方で，コンピテン
シーが授業場面で機能することが示されている。学習指導要領の十全な実施のための学
習環境としてのGIGAスクール構想と捉えることができる。



(23)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （国立教育政策研究所，2019）

学習でICTを活用していない（PISA2018）

●学校内外でICTを学習で活用することについてはOECD最下位。コロナ禍でもオンライ
ン学習を提供できなかった背景には，ICT環境整備の遅れ，活用の遅れが横たわる。
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情報を取り出す問題（PISA2018）

(国立教育政策研究所，2019)

正答率 日本：42.4% OECD：48.4%正答率 日本：42.4% OECD：48.4%
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CBTの実施方法の例
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英語｢話すこと｣調査の実施状況

中学校英語調査実施生徒数・学校数

– 982,944人・9,988校

設置管理者の判断で実施しなかった学校（特例的な措置）

– 52,022人・434校

「話すこと」調査実施生徒数・学校数

– 927,196人･9,489校

(英語調査実施生徒数の94.3%・学校数95.0%)

音声データ欠損等のあった生徒数・学校数（実施後に判明）

– 15,298人･1,658校

(「話すこと」調査実施生徒数の1.6%・学校数17.5%)

(27)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （英語「話すこと」調査 検証報告書より）



英語｢話すこと｣調査の課題

(28)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （本WGでの内田洋行発表資料より）



英語｢話すこと｣調査の課題
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(30)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （文部科学省, 2021）

GIGAスクール構想の予算



(31)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved.

中央教育審議会答申案（2021.1.14現在）
• GIGAスクール構想により配備される1人1台の端末は，シンプル

かつ安価なものであり，この端末からネットワークを通じて
クラウドにアクセスし，クラウド上のデータ，各種サービ
スを活用することを前提としている。このため，学校内の
みならず学校外とつなぐネットワークが高速大容量であ
ること，自治体等の学校の設置者が整備する教育情報セキュリ

ティポリシー等において，クラウドの活用を禁止せず，必要
なセキュリティ対策を講じた上でその活用を進めることが必要で
ある。

• また，小学校，中学校段階のみならず，多様な実態を踏まえつつ
高等学校段階においても１人１台端末環境を実現するとともに，

各学校段階において，端末の家庭への持ち帰りを可能と
することが望まれる。

（中央教育審議会初等中等教育分科会，2021）
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CBT化検討WG中間まとめ｢論点整理｣

① 調査の目的と実施方法等が表裏一体の関係
であること

② CBT化に向けた体制整備の必要性
– 作問･分析体制

③ 端末による学習環境への習熟と発達段階など
への考慮

– 児童生徒が普段の学習で使い慣れている環境

④ CBT化による現場への負担の考慮
– 一斉実施と技術的課題，現場の負担が今より軽減

まず小規模から試行･検証に取り組み，確実に段階的に規模･
内容を拡張･充実

(33)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （同WG，令和2年8月28日）



全国学調のCBT化への期待

1. 教職員の負担軽減としての期待
– 調査に伴う負担が減少する？

– （紙の準備や回収の代わりに，オンラインの確認等が生じる）

2. 学習指導の貴重な資料としての期待
– 結果のフィードバックが早くなり指導改善に生かしやすくなる

– 任意のタイミングで実施が可能となる

– IRTによって年度間の比較が可能となる

3. 新しい調査方式としての期待
– PBTではできない回答方式が可能となる

– ログからつまずきの分析が可能となる

(34)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved.



全国学力・学習状況調査のCBT化に向けた取組
令和2年度第3次補正予算額（案） 1億円

○GIGAスクール構想やPISA等の国際的な学力調査のCBT※1による実施の流れを踏まえ、全国学力・学習状況調査のCBT化について、
全国的な学力調査のCBT化検討ワーキンググループにおいて、専門的・技術的な観点から検討を実施

○同ワーキンググループの中間まとめ「論点整理」※2を踏まえ、全国学力・学習状況調査のCBT化に向けて、国立教育政策研究所と連携し、
まずは小規模からの試行・検証や問題開発等に取り組む

※1 CBT(Computer Based Testing)：コンピュータ使用型調査（PISAは2015年調査よりCBTへ移行。TIMSSは2023年調査で完全移行予定）
※2 「全国学力・学習状況調査のCBT化に向けて、まずは小規模から試行・検証に取り組み、課題の解決を図りつつ、確実に段階的に規模・内容を拡張・充実させていくことが早期の進展、

実現につながる」との提言（全国的な学力調査のCBT化検討ワーキンググループ中間まとめ「論点整理」（令和２年８月２８日）より抜粋）

背景

事業概要

○試行・検証 文部科学省：令和３年度予算額（案） 50百万円

・約1万人の児童生徒を対象に、学校の端末とネットワーク
を活用し、CBTでの調査を試行的に実施

・各工程を様々なパターンで実施し、課題を把握・検証

＜主な検証事項＞
①問題の表示形式

CBTの利点を活かした出題
②ネットワーク方式
③端末(PC/タブレット等)

学校への支援体制
(サポーター/オンライン)

解答入力方式
(キーボード/タッチペン等)

④採点・結果提供方式
等

○問題開発等 国立教育政策研究所：令和３年度予算額（案） 40百万円
令和２年度第３次補正予算額（案） 122百万円

・CBT問題の開発をはじめ、CBT問題の管理方法、先進的技術の
活用に係るフィージビリティ等について、内外の研究者や教育委員
会・学校等の協力を得て調査研究を実施

＜主な調査研究事項＞
（１）CBT問題開発・測定・評価に関する調査研究

例）CBTの特性を活かした問題開発、CBTで測れる能力の明確化、
従来のPBTをCBTに置き換えた場合の課題の検証 等

（２）CBT問題の管理方法に関する調査研究
例）問題バンクの開発、管理体制の在り方 等

（３）CBTの特質を踏まえた先進的技術の活用に係る
フィージビリティに関する調査研究

例）記述式問題の自動採点に係るフィージビリティ 等

検証結果を踏まえ、課題の解決を図りつつ、全国学力・学習状況調査のCBT化の実現可能性を高めていく

①調査問題の作成

②CBTシステム（※）

③調査実施

④採点、集計分析/結果提供

＜調査の実施工程＞

問題の搭載

（※）オンライン学習システム（CBTシステム）を活用予定
（令和２年度プロトタイプ開発。令和３年度全国展開）試行・検証の実施時期は、令和３年秋以降を想定

令和３年度予算額（案） 1億円（新規）
（文部科学省：0.5億円／国立教育政策研究所：0.4億円）

(35)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved. （文部科学省, 2021）



(36)Tatsuya HORITA @                         All Rights Reserved. （文部科学省, 2020）
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自治体による独自の学力調査

（文部科学省, 2018）



全国学調のCBT化の実現への意見①
1. 悉皆はあきらめない

– 当該学年になったら調査（受検）対象になるということの効果

– 緊張感のあるCBTの受検経験そのものにも価値がある

– 結果のフィードバックを迅速にし，授業でフォローアップする

– EBPM推進のためにすべての学校に当事者意識を

2. 同日実施にはこだわらない
– 一定期間内での実施とすれば，学校行事の調整も安心

– IRTによって実現すれば，分割実施も可能

– ゆくゆくは任意のタイミングでの調査を可能に

3. 学習状況調査に軽重をつける
– 以下のような軽重をつけて1人あたりの調査項目数を減らしてはどうか

a. 経年変化やクロスのために必要な項目なので全員に尋ねる項目

b. 今年だけだが重要な項目なので全員に尋ねる項目

c. 重要な項目だが全体の1/nに尋ねる項目（×n種）

d. 希望する自治体/学校にだけ尋ねる項目

(38)Tatsuya HORITA @                          All Rights Reserved.



全国学調のCBT化の実現への意見②
4. PBTからCBTへの段階的移行スケジュールを公表する

– 試行･検証が必要な不確実な要素を段階的にクリアしていくために

– 必要な準備を各自治体に促すためにも

– MEXCBTの実験が始まり，全国的にある程度の｢CBT慣れ｣が想定できる

– PBTとCBTで正答率等に変化が出るかどうかの実証を含めたい

– 自治体による独自の学力調査とのシステム互換やタイアップも検討可能

– ネットワーク帯域や欠損リカバリ等の堅牢な技術へステップアップ

– ｢話すこと｣調査のように音声を扱うものの難易度は高い

5. 情報活用能力を｢前提｣とする
– 「ICT操作が十分でない児童生徒が不利」から「不利にならないICT操作

スキルの習得」への転換

（学習指導要領において情報活用能力は「学習の基盤となる資質・能力」
として総則に書き込まれている）

– いずれは情報活用能力の測定もまた学力調査に含み得るのではないか

（例：キーボード入力スキル，PISA型読解力の測定など）
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